
 

 

導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 松浦市の人口は２３，２９０人（平成２７年国勢調査）で、前回（平成２２年国勢

調査）の２５，０８１人と比較すると、実数で１，７９１人の減となっている。（割合

で７．１４％減。） 

また、年齢別割合（平成２７年国勢調査）については、生産年齢割合が５３．８％ 

（１２，５４１人）、６５歳以上の割合（高齢化率）が３３．３％（７，７６２人）と

なっている。 

前回（平成２２年国勢調査）と比較すると生産年齢割合は２．８ポイントの減、高

齢化率は、３．３ポイントの増となっている。 

一方、全国平均（平成２７年国勢調査）の生産年齢割合６０．０％及び高齢化率２

６．３％と比較すると松浦市は、生産年齢割合については、６．２ポイントの減、高

齢化率については、７．０ポイントの増となっている。 

 全国的に少子高齢化が進む中、松浦市においても同様の状況となっているが、全国

平均よりも、生産年齢割合が低く、高齢化率が高くなっており、松浦市における少子

高齢化はさらに進行している状況である。 

 松浦市は、かつて炭鉱で栄えた町であったが、昭和４７年９月にすべての炭鉱が閉

山した結果、急速に地域経済の低迷と人口流出が進んだ。その後、石炭専焼火力発電

所・石油ガス備蓄基地の誘致や松浦魚市場を開設するなど産業構造の転換を図ってき

た。 

 現在の松浦魚市場は、日本有数の水揚げを誇る魚市場へと発展し、特にアジ、サバ

を原料とした水産加工の企業が魚市場に隣接する水産加工団地に多数進出している。

その他市内には、日本有数の生産量を誇るスラックス専業の縫製企業や高い技術を持

った鍛造企業、自動車関連企業、省力機械装置製造企業が企業誘致により進出し、雇

用の大きな受け皿となっている。 

地場企業においても樹脂製造企業、産業ロボットの関連企業が立地するなど、オン

リーワンの技術を持った企業が多数立地している。 

また、産業別生産額（平成２６年度）をみると第１次産業の割合は、松浦市が３．

３％、全国平均が１．２％と松浦市の１次産業は全国平均と比較すると高い割合とな

っており、松浦市を支える基幹産業の一つとなっている。 

 一方、松浦市の１人当たりの市民所得（平成２６年度県民経済計算）は、２，１２

７千円と全国平均３，０５７千円を大きく下回っており、生産性の向上により一人当

たりの市民所得の向上を図ることが重要である。 

 

 



（２）目標 

松浦市では、これまで総合計画（平成１９年～平成２８年）において、「次代をはぐ

くむ産業創造都市 まつうら」を将来像として、既存産業はもとより、あらたな産業

の展開を促し雇用機会の拡大を図ることを目指して、産業振興及び企業誘致に取り組

んできた。また、平成２６年１２月に松浦市中小企業振興条例を制定しており、今後

も中小企業者の創業支援や事業拡大の支援に力点を置き、産業振興を図っていく計画

である。 

 実現するための目標として、計画期間中に２０件程度の先端設備等導入計画の認定

を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

 松浦市では、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、先端設備等導入計画が

認定される中小企業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関する基本方針に定め

るものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

 多様な産業が松浦市の産業を支えており、広く中小企業者の生産性向上を図る必要

がある。このようなことから、本計画の対象となる先端設備等の種類は、中小企業等

経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全てとする。 

 ただし、太陽光発電設備については、雇用の拡大や安定を図る観点から、自己の工

場や事務所等の建築物の屋根又は自己の敷地内に設置するもので、売電を主たる目的

とせず、その発電電力を直接生産等に供するものに限る。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 松浦市の産業は市内広域に立地しているため、本計画の対象地域は市内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

 多様な産業が松浦市の産業を支えており、広く中小企業者の生産性向上を図る必要

があるため、本計画の対象とする業種・事業は、全業種・全事業とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

計画期間は、国が同意した日から２年間（令和５年４月１日～令和７年３月３１日）

とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 計画期間は、３年間、４年間、５年間のいずれかとする。 

 



５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

（１）先端設備等の導入が、人員削減を目的としたものでないことなど、雇用の拡大・

安定に努めること。 

（２）公序良俗に反する中小事業者、反社会勢力との関係が認められる中小事業者は

対象としない。 

（３）先端設備等の導入にあたっては、環境への配慮に努めること。 

（４）市が必要と認めた場合、先端設備等導入計画が認定された中小企業者は、事業

計画の進捗状況を報告しなければならない。 


